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．はじめに

日本企業における 現地化問題 は、国際人的資源管理上の アキレス腱 （

）とされ、その弊害が幾多の研究で論じられてきた（ ・

吉原 古沢 など）。しかしながら、近年の調査によると、

在外日系企業の現地人（非日本人）社長比率は上昇傾向にあることが窺えるようになって

いる（日本在外企業協会 ・ ）。

こうした中、本論文の目的は、日本企業の国際人的資源管理の潮流変化について理論

的・実証的に考察することにある。具体的には、まず日本企業の 現地化問題 に関する

これまでの代表的な研究をレビューした後、近年における状況の変化を指摘する。そし

て、日本企業の中で最も多くの海外子会社を有するパナソニックの国際人的資源管理の事

例研究を定性・定量の両側面から実施し、インプリケーションを抽出したいと考える ）。

〔論文〕

日本企業の国際人的資源管理における
現地化問題 を再検討する

古 沢 昌 之
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）本論文で取り上げる 現地化 とは ヒトの現地化 であり、その象徴的事象として 海外子会社
トップの現地化 に着目して議論を進めていることを念のため付言しておく。



．日本企業の 構造的問題 としての 現地化の遅れ

日本企業の国際人的資源管理に関しては、かねてより海外子会社トップの 現地化の遅

れ が指摘されてきた。代表的研究をいくつかのタイプに分けてレビューすると、まず

日本企業のみを対象とした研究 としては吉原（ ）がある。吉原は在外日系企業に

おける現地人社長比率を設立時期別に分析し、 年代・ 年代に設立された企業では

各々 ％・ ％であるのに対し、 年代・ 年代にできた企業のそれは ％・ ％に留

まることから、時間の経過とともに現地化が進展するという見解は日本企業には該当しな

い旨を論じている。

一方、 欧米企業との比較研究 では、 （ ）や （ ）が日系企業

は相対的に本国人社長比率が高いことを問題視している。例えば は、日本企業の海

外子会社の日本人社長比率は ％で、欧州系（ ％）及び米国系（ ％）を大きく上回る

ことから、日系企業における グラス・シーリング の存在を明らかにしている。同様に

の研究でも、在外日系企業の本国人社長比率は調査した ヶ国で最高の ％で

ある。

さらに 特定の国を対象とした研究 として、 （ ）が実施した在米外

資系企業のトップマネジメントの国籍調査では、日系企業の現地人トップ比率が ％であ

るのに対し、日系以外の各国企業の平均は ％に達している。また白木（ ）は、イン

ドネシア子会社で大卒者がトップまで昇進している企業は、日系においては ％にすぎ

ないが、欧米系では ％に及んでいることを述べている。加えて、古沢（ ）の在中

国の日系企業と米国系企業に対するアンケート調査によると、現地人総経理比率は日系が

僅か ％であるのに比べ、米国系では ％と全く対照的な結果が示されている。

かような状況下、在外日系企業における 現地化の遅れ は時間的要因（発展段階論的

視点）や地理的要因（進出先の特性）では説明できない 構造的問題 として取り扱われ

てきたのである（古沢 ）。

． 現地化の遅れ の背景に関する議論

次に日本企業の 現地化の遅れ の背景に関連した つの代表的な見解を見ておきた

い。第 は安室（ ）が提示した 異文化コミュニケーション の視点によるもので、

日本の 高コンテクスト文化 （ ）が現地化を妨げているという主張である。

安室によれば、高コンテクスト文化の中で成長・発展を遂げてきた日本企業には、明示

化・コード化されていない経営のノウハウや仕組み（暗黙知）が多く、海外子会社の経営

に際しては組織の体系に精通した ヒト （日本人駐在員）を媒介とした 直接的コント

ロール が図られる。これに対し、低コンテクスト文化を基盤とした欧米企業では、主要

な経営ノウハウは公式化（形式知化）されているので、海外子会社の 間接的コントロー

ル （現地化）を可能にする余地が生まれる。



第 は 職務・組織構造 の視点からアプローチした議論で、石田（ ・ ）は日

本人の職務観は柔軟で融通性があるのに対し、外国人は職務を明確で固定的なものと考え

るなど、両者が当然と考えることにギャップがある点を現地化に向けた障害として指摘し

ている。また林（ ）は、先述した コンテクスト 概念と アナログ知覚・デジタル

知覚 の視点を融合させて、 （有機的）型・ （機械論的）型 の組織論を展開して

いる。林に従えば、高コンテクスト文化の知覚特性はアナログ的であるため、ルーチン

化・専門化された仕事以外は戦略的なものも含めて特定の個人には配分されない

型 の組織が導かれる。他方、低コンテクスト文化ではデジタル知覚が支配的で、その組

織構造は仕事が各個人に明確に割り当てられ、職責と権限が職務記述書に明示される

型 となる。林の調査によれば、アジア・アフリカ諸国では文化の基調は 高コンテクス

ト であるが、日本以外の国においては自己文化に基づく経営スタイルが開発される前に

欧米の強烈な影響にさらされた結果、 型組織が主流となっている。それゆえ、在外日

系企業が現地化を進めることは困難であるという。

続いて第 の視点は吉原（ ・ ）が論じた 内なる国際化 に関わるものであ

る。 内なる国際化 とは 日本本社の国際化 を意味し、 日本親会社の意思決定過程に

外国人が参加していること、あるいは外国人が参加できる状態にあること である（吉原

）。吉原（ ・ ）によると、日本の親会社の社長や役員の多くは国内

畑で、海外経験のある幹部は少数派であるため、現地人が英語など外国語でコミュニケー

ションをしようとしても、日本本社サイドがそれに応じられない場合が少なくない。こう

した親会社の 内なる国際化の遅れ が現地化にブレーキをかけると考えられるのであ

る。

そして第 は （ ）や （ ）に代表される 社会構

造 の視点である。 によれば、日本の社会構造の特徴は 同質性 と 集団志

向 にあり、その帰結として 排他的な社会的連鎖 （ ）が形成さ

れる。こうした状況下、 は閉鎖的で排他的な日本企業が 異質な要素

（ ）を受容することは難しいと述べ、戦略や組織構造面において

は米国型への収斂が見られるものの、経営システム面での可能性については否定的な見解

を示している。また は、 年代まで続いた鎖国が、人々の間に

われわれとあの人たち というメンタリティ （ ）を育む

とともに、 集団志向 の伝統も相俟って、日本人は社会の 同質性 を成功への鍵と考

え、同質性に対する如何なる脅威も否定的に捉えるようになったと主張する。その結果、

在外日系企業では、非日本人を排除・差別する民族主義的でエスノセントリックな経営が

進行していくことになる。

． 現地化の遅れ による弊害

本節では、 現地化の遅れ が現地経営に如何なる弊害をもたらすかを考察する。第
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の問題は 現地の有能人材の採用・定着難 である。例えば （ ・ ）は、前

述の日・欧・米多国籍企業の比較研究から、 有能人材の採用難 に直面しているのは欧

州系・米国系企業が各々 ％・ ％であるのに対し、日系においては ％に及ぶことを報

告している。また 現地人の高い離職率 に悩む企業は、欧州系・米国系については

％・ ％に留まるが、日系では ％となっている（同上）。

第 は 現地適応力の弱い経営による業績へのマイナスの影響 である。逆に言うと、

海外子会社が現地化を通して ローカルのインサイダー になることができれば、現地の

環境に埋め込まれた知識・情報へのアクセスという点で優位性を発揮できよう（

浅川 ）。事実、先に示した吉原（ ）の日系企業調査では、 利

益率 ％以上 の海外子会社の比率は、日本人が社長を務めるケースにおいては ％で

あるのに対し、現地人社長では ％と高く（ ％水準での有意差）、現地化が海外子会社

の業績を説明する要因の つであることが述べられている。

そして第 の弊害は 駐在員派遣に付随するコストアップ である。これには住居費・

子女教育費などの 金銭的（直接的）コスト （ ）に加え、駐在

員及び帯同家族の 異文化適応 や 帰任後の再統合（再適応）（

）といった間接的なコストも含まれる。

さらに第 として 現地政府との関係悪化 が挙げられよう。例えば米国議会では、日

本の多国籍企業が米国人従業員を差別しているとの訴えに基づき、 年に公聴会が開催

されたことがある。また ルック・イースト政策 を提唱し、積極的な日本企業誘致を

図ったマレーシアにおいても、マハティール首相（当時）が日系企業のマレーシア人従業

員に十分な昇進機会が与えられていないことに対して不満の声を漏らしたという

（ ）。

．日本企業の 現地化 を巡る潮流変化とその要因

既述のように、日本企業における 現地化問題 は、発展段階論的視点や進出先の特性

では説明できない 構造的問題 で、有能人材の 採用・定着 にマイナスの影響を与え

ると同時に、それが日本人駐在員による経営支配を正当化するという 悪循環 を招いて

いるとされるなど、日本企業の アキレス腱 であるとさえ言われてきた（

古沢 ）。

しかし最近の調査では、日本企業の 現地化 を巡る状況に変化の兆候が見え始めてい

る。例えば日本在外企業協会（ ）によると、日系企業における非日本人（ 現地人）

社長比率は、 年に ％であったものが、 年には ％まで上昇してきている ）。こ

）正確に言えば、非日本人は必ずしも 現地人 （ ）とは限らず、 第三国
籍人 （ ）である可能性もある。しかしながら、日本企業に関しては、か
ねてより指摘されているように、第三国籍人の海外子会社トップは極めて稀であることから（

）、実態上は非日本人を現地人の代理変数と捉えて差し支えないものと考える。



）この調査は、一般社団法人日本在外企業協会が定期的に実施しているもので、 年のデータは会員
企業の海外現地法人 社の分析結果である。同協会は 年にも同様の調査を行っているが、非日
本人社長比率の算出方式が従来のものから変更され、同比率は ％となっている。なお、日本在外企業
協会（ ）によれば、 年データ（非日本人社長比率 ％）を新方式で再計算すると ％になる
とのことである。

れを業種別に見ると、 製造業 （ ％）の方が 非製造業 （ ％）よりも高い。翻って

地域別では、 欧州 が ％と最も高く、第 位は オセアニア で ％、以下 北米

％、 中近東・アフリカ ％、 中南米 ％、 中国以外のアジア ％と続

き、 中国 が ％で最低となっている ）。

では、このような潮流変化をもたらした要因は何であろうか。第 に 経営のグローバ

ル化 が挙げられよう。すなわち、日本市場の成熟化に伴って海外市場への注力が求めら

れるようになり、その結果として現地市場に精通した人材の必要性（人材オプションとし

ての現地人の相対的重要性）が高まってきたということである（ ）。また

一方では、グローバル化による海外拠点の増加が日本人駐在員派遣の物理的限界を惹起し

ているという状況も重要と考えられる（古沢 ）。

第 は先ほど日本企業の現地化を阻む要因の つとして取り上げた 内なる国際化 の

進展である。当然のことながら、海外子会社が増えるにつれて海外駐在経験を有する本社

の経営幹部・管理者も増加していくことが想定できる。また経営のグローバル化により、

国際的キャリアパスの相対的重要性が増大すると推論される点も内なる国際化を後押しす

るであろう（ ）。

そして第 の要因は日本企業における 国際人的資源管理の変革 である。かつての日

本企業の国際人的資源管理は、日本人駐在員管理とほぼ同義語とも言うべきもので、そこ

には日本人駐在員を 主 、現地人を 従 とするエスノセントリックな経営思想が内在

しているとされてきた（ 古沢 ・ ）。しかし近年では、

海外事業が拡大・深化する中、日本本社が現地の有能人材の採用・育成・定着に本腰を入

れ始めている様子が看取できる（古沢 ・

）。こうした国際人的資源管理面での変化も現地人社長比率の上昇に関係

していると考えられる。

．事例研究─パナソニックにおける国際人的資源管理の変革─

第 節では、これまでの議論を踏まえ、パナソニックの国際人的資源管理に関する事例

研究を行う。パナソニックを研究の対象として選定した理由は、日本を代表する多国籍企

業であるということである。実際、 海外進出企業総覧（国別編） （東洋経済新報社

編）によると、同社は日本で最も多くの海外子会社を有する企業となっている。

研究方法としては、次の つを用いた。第 はパナソニックの日本本社・海外子会社等

へのインタビュー調査である。筆者は、最近 年以上にわたり、主に半構造化インタ
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ビューを通して同社へのいわゆる定点観測を続けており、その数は 年以降だけで 回

に上る ）。第 は公刊あるいは同社から提供された文献や資料のレビュー、そして第 は

上記 海外進出企業総覧 のデータ分析である ）。

新現地化アクションプログラム の始動

パナソニックにおいて、国際人的資源管理の変革が本格化したのは、 年に始まった

新現地化アクションプログラム （責任者 本社代表取締役人事担当）からである。その

背景としては、在外子会社における グラス・シーリング がもたらす海外の有能人材の

採用・定着難という問題があった。こうした中、現地人社長比率を 年の ％から

年には ％にまで引き上げるという目標を掲げて同プログラムがスタートした。

現地化 実現のためのステップは、以下の つで構成されている。第 は社長ポスト

を現地化すべき子会社か否かを見極めることである。ここでは、 ）マネジメントの視点

（親元事業部との関係性 求められる連携の頻度・密度）、 ）コーポレートガバナンス

の視点（現地人社長を監督・牽制する日本人駐在員を配置できるか否か）、 ）マーケッ

トの視点（現地化によるインサイダー化のメリットの大きさ）を勘案して判断が下され

る。次に第 のステップは、現地化すべきとなった場合、候補者の有無を明確化すること

である。第 に、候補者がいないのであれば、内部で育成するか外部人材を招聘するかを

決定する。そして第 として、内部で育成・登用する場合は、次項で述べるグローバルな

サクセションプラン との連動を図ることになる。

サクセションプラン の概要

サクセションプランは、パナソニックの グローバルタレントマネジメント

（ ））の一環として実施されているも

ので、その目的は 経営職ポスト （本社が統一的に管理するグローバルな基幹ポスト

全世界で約 ポスト）の後継者となりうる ハイポテンシャル人材 をグローバルに発

掘し、育成することにある（古沢 ・ ）。ハイポテン

シャル人材は 実績評価 と コンピテンシー評価 に基づいて、各カンパニーからノミ

ネートされる ）。なお、実績評価は 目標管理制度 、コンピテンシー評価に関しては

経営理念 等をベースとした パナソニックリーダーシップコンピテンシー のアセス

メントがツールとして用いられている。

現在、ハイポテンシャル人材として登録されている従業員は全世界で約 名に及

） 年以降のインタビュー調査の実施年月は次のとおりである 年 月、 年 月、 年
月、 年 月、 年 月、 年 月、 年 月、 年 月、 年 月、 年 月、
年 月、 年 月、 年 月、 年 月、 年 月、 年 月、 年 月、 年 月、
年 月、 年 月、 年 月、 年 月。

） 海外進出企業総覧 は、在外日系企業に関するデータを最も広範に捕捉した資料であると考えられ
ることから今回の分析に用いた。同 年版（国別編）には、日本企業の現地法人として 社が掲
載されている。
） システムについては、古沢（ ・ ）を参照。
）パナソニックは カンパニー制 を導入している。



び、 （ 年以内に経営職ポストへの昇進が見込まれる者）、 （ 年以内の同ポス

トへの昇進が見込まれる者）、 （将来の経営幹部候補）の つの区分で管理され、毎

年見直し・入れ替えが行われる。

次にハイポテンシャル人材の育成については、 と の両面からのアプロー

チが企図されている。まず に関しては、“

”と呼ばれる教育研修があり、毎年半年間に渡って開催される。例年、同研修に

は日本も含めた世界各国から約 名の経営幹部候補が参加し、リーダーシップや意思決

定、ビジネスシミュレーション、さらにはアクションラーニング等からなるプログラムを

受講する。一方、 関連では の原則に基づき多様なアサイメントが課

されていく。 の原則とは、複数の事業場経営、複数の国及び複数の機能で

の経験を経営職ポストへの昇進要件としていくことを意味するものである。

そして、経営職ポスト昇進後についても、グローバル統一の考え方で パナソニック

リーダーシップコンピテンシー のアセスメントがなされ、人材配置等に活用されてい

る。

内なる国際化 の推進

パナソニックでは、上記の施策と並行して 内なる国際化 の推進も図られた。その第

は 日本採用の外国人社員 （日本勤務者）の増強で、現在（ 年時点）の在籍者数

は 年と比べて 倍以上になっている。また外国人社員に対するメンター制度、情報交

換ホームページ、フォローアップ面談等の支援策が整備され、採用後の定着にも注意が向

けられた。第 は 現地人社員の逆出向や日本研修 の推進で、具体的には“

”と呼ばれる日本勤務と研修を結合させた仕組み（ ヶ月 年間）が始まっ

た。他方、日本人社員に対しては、昇格や海外駐在に際する スコア の要件化

がなされ、主事昇格は 点、海外駐在は 点である。加えて、 海外駐在 がキャリア

パスとして重視されるようになってきたことも見逃せない。事実、筆者のパナソニックへ

のインタビュー調査では、日本本社の役員に占める 海外駐在経験者 外国人 の比率

は、プラザ合意のあった 年には僅か ％であったが、 年 ％ 年

％ 年 ％ 年 ％と上昇してきていることが分かった（監査役・社

外取締役を除いて算出）。パナソニックによると、こうした役員構成の質的変容の背景に

は、海外勤務経験のある管理職の数そのものが増えたという事情もあろうが、それ以上に

海外駐在に対する考え方が変化したことが影響しているとのことである。

変革による成果

上述した一連の変革の結果、パナソニックでは、 年に ％であった現地人社長比率

が 年には ％まで伸び、新現地化アクションプログラムで掲げた目標を達成するに

至った。また 年には非日本人が初めて本社役員に登用され、その数は 年時点で

名まで増えている。さらにサクセションプランに象徴されるグローバルに統合された人的

資源管理が奏功し、有能な非日本人社員の地域を越えた異動も活発になっているという。

日本企業の国際人的資源管理における 現地化問題 を再検討する



つまり、現地化の進展に加え、現地人のキャリア機会が当該現地法人に限定される 第

のグラス・シーリング （古沢 ）についても打破されつつあると考えられよう。

パナソニックの海外現地法人のデータ分析

最後に、前掲 海外進出企業総覧 に掲載されているパナソニックの海外現地法

人 社を対象としたデータ分析を行う ）。その目的は、パナソニックの海外子会社トッ

プの現地化を巡る最近の動向に関して機能別・地域別・操業年数別状況も交えて考察する

とともに、 現地人（非日本人）社長 を規定する要因について探ることにある。

今回、現地法人社長の国籍を調査するために用いた手法は、 （ ）に準じ

た 氏名 で判別するもので、 の事後的な検証によると、正答率は ％以上と

されている。特に日本人については名前が特徴的で非日本人との区別が比較的容易と思わ

れることから、この方法を用いることにした。具体的には、 海外進出企業総覧 に

掲載されている各現地法人の代表者（社長）の氏名に基づき、日本人と現地人（非日本

人）の峻別を行った。

その結果、全体の現地人（非日本人）社長比率は ％に達することが分かった（表

）。新現地化アクションプログラムでの目標（ ％）をクリアした 年からさらに

ポイントほどアップしている様子が窺える。

次に機能別に見ると、現地人社長比率は 販売・マーケティング の子会社で最も高く

（ ％）、第 位以下は 子会社 （ ％）、 地域本社・持株会社 （ ％）、

生産子会社 （ ％）、 事業支援会社 （ ％）の順となっている（ 乗検定で

％水準の有意差）。先に紹介した日本在外企業協会の調査では、親会社の業種を 製造

） 海外進出企業総覧 （国別編） には、パナソニックの海外現地法人として 社が掲載されて
いるが、今回の研究では社長名が記載されていない企業及び一部少数所有企業を除く 社を対象とす
ることにした。

（表 ）パナソニックの海外子会社における 現地人（非日本人）社長 比率（％）

機能

地域
生産

販売・

マーケティング

地域本社・

持株会社
事業支援 合計（地域）

中国 （ ）

その他アジア （ ）

欧州 （ ）

北米 （ ）

中南米 ─ （ ）

アフリカ ─ ─ ─ ─ （ ）

オセアニア ─ ─ ─ ─ （ ）

合計（機能） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

（注 ） 海外進出企業総覧 （国別編） に基づき筆者分析。
（注 ）機能別では ％水準、地域別では ％水準の有意差を検出（ 乗検定）。



）機能別に平均操業年数を比較したところ、 販売・マーケティング が最長で（ 年）、 生産 が
それに続き（ 年）、 が最も短い（ 年）という、いわゆる企業の国際化のプロセス（吉
原， ）に合致した結果となり、分散分析では ％水準の有意差が検出された（ 値 ）。な
お、全体の操業年数は 年、他の機能については 地域本社・持株会社 年、 事業支援

年であった。
）地域別の平均操業年数は、 アフリカ 年、 オセアニア 年、 中南米 年、 欧
州 年、 その他アジア 年、 北米 年、 中国 年となった。また分散分
析の結果、 ％水準の有意差が現れた（ 値 ）。
）ロジスティック回帰分析では、子会社数が極めて少ないアフリカとオセアニアを除いた 社を対象
とした。

業 非製造業 に大別して現地人社長比率の高低が論じられていたが、今回の筆者の

分析結果は、製造業の中でも子会社の機能によって状況が大きく異なることを示唆するも

のと言えよう ）。

続いて地域別では、現地人社長比率が最高であるのは 欧州 で ％、次が 北米

の ％、以下 中南米 （ ％）、 その他（中国以外の）アジア （ ％）と続き、

最低は 中国 の ％であった。ここでも、 乗検定の結果、 ％水準で有意差が現

れた ）。

さらに操業年数別では、子会社の歴史が古いほど現地人社長の比率が高くなることが分

かった（表 ）。具体的には、操業年数が 年 の子会社の現地人社長比率が

％に留まるのに対し、 年 では ％、 年以上 は ％と上昇し、 ％

水準で有意となった（ 乗検定）。

最後に、機能・地域・操業年数を独立変数、子会社社長の国籍を従属変数としたロジス

ティック回帰分析を行い、現地人社長を規定する要因について考察した ）。独立変数のう

ち機能と地域に関しては各々 販売・マーケティング 中国 を参照カテゴリーとして

ダミー変数化し、操業年数については設立からの経過年数を投入した。一方、従属変数は

日本人社長 、現地人（非日本人）社長 の二値変数とした。分析の結果は表

のとおりである。まず と の適合度検定では、 であったこと

から、回帰モデルはデータに適合していると判断できる。そして現地人社長の規定要因と

日本企業の国際人的資源管理における 現地化問題 を再検討する

（表 ）操業年数別の 現地人（非日本人）社長 比率（％）

（注 ） 海外進出企業総覧 （国別編） に基づき筆者分析。
（注 ） ％水準の有意差を検出（ 乗検定）。

操業年数 現地人（非日本人）社長比率

年 （ ）

年 （ ）

年以上 （ ）



して、操業年数は有意でなく、機能に関しては 販売・マーケティングダミー 、地域に

ついては 欧州ダミー と 北米ダミー が有意であるという結果が示された。より正確

に言えば、機能では参照カテゴリーである 生産子会社 に対して有意、地域では同じく

中国 と比べて有意ということである。なお、オッズ比は 販売・マーケティングダ

ミー 、 欧州ダミー 、 北米ダミー であった。

．おわりに─本研究からのインプリケーションも踏まえて─

発見事実

まず日本企業の現地化を巡る状況であるが、日本在外企業協会の定期調査では、日系企

業の現地人（非日本人）社長比率は近年上昇している様子が観察できる。また日本で最も

多くの海外子会社を有するパナソニックでも、同様の傾向が示されている。但し、そのア

プローチは、性急な現地化（ ）ではなく、親元事業部との関係性やガバナン

ス、さらにはマーケットの視点を織り込むとともに、人材育成のプロセスともリンクさせ

た漸進的なものであるように思える。

そして 海外進出企業総覧 掲載のパナソニックの海外子会社に関するデータ分

析では、現地人社長比率は機能別・地域別・操業年数別に有意差があることが明らかに

なった。機能別では販売・マーケティング子会社、地域別に見ると欧州と北米の子会社に

おいて現地人社長が半数を超えている ）。他方、操業年数については、長い歴史を有する

（表 ） 現地人（非日本人）社長 の規定要因（ロジスティック回帰分析）

（ ） ％下限 ％上限

販売 マーケティングダミー

ダミー

地域本社 持株会社ダミー

事業支援ダミー

その他アジアダミー

欧州ダミー

北米ダミー

中南米ダミー

操業年数

乗値

と の適合度検定 乗値

（注 ） 海外進出企業総覧（国別編） に基づき筆者分析。
（注 ）子会社数が極めて少ないアフリカ・オセアニアの子会社を除く 社を対象。
（注 ） 。



）今回のパナソニックの海外子会社の社長に関する地域別分析では、第 節で紹介した日本在外企業協
会の調査とほぼ同じ傾向が示されたが、中近東諸国の取り扱いなど両者の地域区分は若干異なる。今後
の研究に際しては、地域軸の設定方法に関しても、より精緻な検討が必要かもしれない。

企業の方が現地人社長比率は相対的に高いという結果が示された。

またロジスティック回帰分析の結果、機能では販売・マーケティング、地域では欧州・

北米が現地人社長を有意に規定していることが分かった。前者に関しては現地市場と直接

的に向き合う必要性、後者を巡っては有能人材のストックが他地域に比して豊富と考えら

れることがその背景として仮説的に提示できるかもしれない。なお、記述統計から導出さ

れる予想に反して、操業年数が有意でなかったという点は、パナソニックの 新現地化ア

クションプログラム が親元事業部との関係性やガバナンス、マーケットといった諸要素

を出発点とするものであり、発展段階論的視点に依拠していないことと関係しているよう

に思われる。

本研究からのインプリケーション

次に今回の研究からのインプリケーションを提起したい。第 は 本社・経営トップの

コミットメントの必要性 である。 現地化 は、現地人の採用・育成・定着に関する中

長期にわたる体系的な取り組みを必要とするがゆえに（

）、現地任せではなく本社と経営トッ

プのコミットメントを通してその実現が図られるべきと考える（古沢 ・

）。パナソニックについて言えば、本社の代表取締役が責任者となるな

ど、経営トップのイニシアチブによるグローバルなプロジェクトとして現地化の推進がな

されてきた。そして現地化をグローバルタレントマネジメントのプロセスと結合させ、タ

レントパイプラインの強化との同時進行を図って、海外子会社トップという重責を任せら

れる人材のプールの拡充に取り組んだことが目標達成に向けたポイントの つであると感

じる。

第 は 日本企業の弱点を克服するための取り組みの重要性 である。本論文の第 節

で日本企業の 現地化の遅れ の背景に横たわる諸問題の存在を論じたが、そうしたボト

ルネックを放置したままでは現地化の進展は覚束ないと思料される。その意味で日本企業

には自らの文化や社会構造の 特殊性 を意識した上で、低コンテクストなコミュニケー

ション環境の創造や責任・権限の明確化を図ると同時に、内なる国際化を推進することが

求められよう。パナソニックの場合、日本採用の外国人社員の増強、現地人社員の逆出

向・日本研修、 スコアの昇格・海外駐在への要件化、海外勤務経験の重視等を通

して 内なる国際化 を促進していった。

そして第 のインプリケーションは 現地化を越えた国際人的資源管理の追求 であ

る。 グローバル統合なき現地化 は単なる バラバラ経営 の寄せ集めで終わってしま

う危険性があると思われる（古沢 ）。別言すれば、 トランスナショナル企業モデ

ル （ ・ ）や メタナショナル企業モデル （

）が示唆するように、現地化は多国籍企業の今後の競争優位に向けた必

日本企業の国際人的資源管理における 現地化問題 を再検討する



要条件ではあるが、十分条件とは言えない。これからの海外子会社に要請されるのは

ローカルのためだけの現地適応 （ ）から脱して、グ

ローバルなネットワークへの貢献者となることである（古沢 ）。そこで、 現地適

応 と グローバル統合 の同時達成を図り、 ローカルの知識をグローバルに活用す

る ためには、世界中の有能人材を 規範的・制度的 にグローバルな枠組みに統合して

いくことが求められよう（古沢 ・ ・

）。具体的には、規範的統合については海外子会社の現地人

幹部を 糸の切れた凧 にしないことが肝要であり、 経営理念 価値観 のグローバル

な共有化を媒介として国境を越えた協働のベースとなる 信頼関係 を醸成していかなけ

ればならない。パナソニックに関しては、経営理念に立脚した パナソニックリーダー

シップコンピテンシー を策定し、グローバルな行動規範としてその共有化を図ってい

る。一方、制度的統合面ではグローバル最適の人材活用の実現とともに、グローバルな

キャリア機会の提示を通した有能人材の採用・定着・活性化を図ることが目指すべき姿と

考える（ 安室 石田 ）。そして、その

ためにはグローバルに統合された 人事制度 、つまりは世界中の有能人材を統一的に管

理する仕組みが必要となろう。パナソニックのケースでは、ハイポテンシャル人材の発掘

基準及び経営職ポストに就く社員の評価基準をグローバルに統一してグローバルタレント

マネジメントを推進している。すなわち、制度的統合を通してグローバルな適材適所を図

ると同時に、キャリア機会を 見える化 させて有能人材の採用・定着・活性化を追求し

ていると言える。事実、筆者の同社へのインタビュー調査によると、例えば欧州域内では

ハイポテンシャル人材の約 割が 年以内に経営職ポストに昇進していることもあり、有

能人材の採用・定着は以前に比べ随分改善されたとのことである。加えて、規範的統合と

制度的統合の関係は、車の両輪とも言うべきものでなければなるまい（古沢

）。規範的統合なき制度的統合は機会主義の温床

となり、国境を越えた協働の基盤となる 協力精神 を損なう恐れがある。他方、制度的

統合を欠く規範的統合への取り組みはエスノセントリックなイメージを植え付け、有能人

材の 敬遠・離反 を招く可能性があろう。その点、パナソニックの事例では パナソ

ニックリーダーシップコンピンシー が規範的統合と制度的統合の結節点として機能して

いる。換言すると、規範的統合の中核となるリーダーシップコンピテンシーが、グローバ

ルタレントマネジメントにおけるハイポテンシャル人材の発掘や経営職ポスト昇進後のア

セスメントなど制度的統合にも組み込まれていることで、両者の連動に寄与していると考

えられる。こうした規範的統合と制度的統合の関係性こそが、ローカルとグローバルへの

つの忠誠心 （ ）を有し、現地適応とグローバル統合の高度な両立を

可能にする グローバル・マインドセット （

）を具備し

た人材の確保にとって不可欠であると言えよう。

最後に、本研究の限界等について述べる。今回のデータ分析では進出方式（会社新設

）や出資形態（完全所有 合弁）等を変数として投入できなかった ）。また



）残念ながら 海外進出企業総覧 では進出方式について知ることができない。また出資形態や出資比
率が明記されていない現地法人もある。そこで、パナソニックのウェブサイトに関係会社として記載さ
れ、かつ出資形態が明らかな現地法人 社を対象に探索的分析を行ってみたが、出資形態と社長の国籍
との間に有意な関係は見出せなかった。

対象企業の拡充や時系列分析等を通して知見の一般化を図る必要もあると思われる。筆者

の今後の課題としたい。
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いたパナソニック株式会社の皆様に心より御礼申し上げる次第である。そして本誌の査読

者に対しても感謝の意を表したい。

【主要参考文献】

日本企業の国際人的資源管理における 現地化問題 を再検討する





浅川和宏（ ） グローバル 戦略とナレッジ・マネジメント 組織科学 （第 巻第

号） 。

石田英夫編著（ ） 国際人事 中央経済社。

石田英夫（ ） 国際経営とホワイトカラー 中央経済社。

白木三秀（ ） 日本企業の国際人的資源管理 日本労働研究機構。

東洋経済新報社編（ ） 海外進出企業総覧 （国別編） 。

日本在外企業協会編（ ） 海外現地法人の経営のグローバル化に関するアンケート調査 結

果報告について 。

日本在外企業協会編（ ） 日系企業における経営のグローバル化に関するアンケート調査

結果報告について 。

林吉郎（ ） 異文化インターフェイス経営 日本経済新聞社。

古沢昌之（ ） 日本企業における国際人的資源管理の変革 国際ビジネス研究学会年報

（第 号） 。

古沢昌之（ ） グローバル人的資源管理論─ 規範的統合 と 制度的統合 による人材マ

ネジメント─ 白桃書房。

古沢昌之（ ） 日本企業のグローバル人的資源管理に関する一考察─日産自動車の事例研究

─ 大阪商業大学論集 （第 ・ 号） 。

古沢昌之（ ） 国際人材開発戦略 諸上茂登・藤澤武史・嶋正編著 国際ビジネスの新機

軸 同文舘出版 。

安室憲一（ ） 国際経営行動論 森山書店。

安室憲一（ ） グローバル経営論 千倉書房。

吉原英樹（ ） 現地人社長と内なる国際化 東洋経済新報社。

吉原英樹（ ） 未熟な国際経営 白桃書房。

吉原英樹（ ） 国際経営（新版） 有斐閣。

以上

日本企業の国際人的資源管理における 現地化問題 を再検討する


